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午前１０時００分 開議

○議長（馬場騎一君） 出席議員は定足数に

達しておりますので、３日目の本会議を開き

ます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第３号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（馬場騎一君） 日程第１ 昨日に続

き、市政に対する一般質問を行います。

７番藤田光彦議員の登壇を願います。

○７番（藤田光彦君） おはようございま

す。

７番民主党の藤田光彦、通告どおり質問さ

せていただきます。

最初に、財政について質問いたします。

４年前の今ごろ、４年後、つまり、ことし

に、市の普通会計収支が赤字に陥る可能性が

あるということで、市の財政問題が大きくク

ローズアップされたのを覚えている方がいる

と思います。私も議員になって最初の一般質

問で、この件について尋ねたことを覚えてお

ります。

さて、それより１年前の平成１９年に突如

として起こった夕張市の財政破綻は、国に大

きな衝撃を与えることになりました。政府

は、早急に地方自治体の財政再建に関する法

律を半世紀ぶりに見直し、自治体の財政破綻

を早期に、未然に防ぐために自治体財政健全

化法を成立させました。

いわば、今まで自治体の財政破綻という事

態を待ってレッドカードを出していた政府

は、財政健全化法により制定された財政４指

標の一つでもクリアできなかった場合、その

自治体にイエローカードを出すことになった

のです。イエローカードを突きつけられた自

治体は、財政健全化計画を策定し、政府の承

認のもとに早急な財政の立て直しを図ること

となったのです。

その四つの指標とは、税収や交付税に対す

る赤字額の割合を示す実質赤字比率、税収や

交付税に対する地方債などの借金の割合を示

す実質公債費比率、第三セクターや地方公社

など関連団体を含めた将来の借金負担の重さ

を示す将来負担比率であります。

これらの指標に基づき、平成２２年度、当

市の財政を見てみますと、実質赤字比率は基

準値１３.２７％に対してゼロ％、連結実質

赤字比率は１８.２７％に対してゼロ％、実

質公債費比率は２５.０％に対して１６.４

％、また、将来負担比率は３５０％に対して

１４６.８％となっており、いずれの基準も

クリアしており、市監査委員の報告どおり、

現在の財政状況は良好と言えるものとなって

おります。

その中で特筆すべきは、平成１８年から２

１年まで、地方債の発行許可が必要となる基

準の１８％を超えていた実質公債費比率が１

６.４％と、基準値をはじめてクリアしたこ

とです。さらに、現在保有する４０億円を超

える財政調整基金は、標準財政規模から適切

と言える基金の２倍であり、当面、財政の安

定化に寄与することと思います。このような

状態が毎年続くことを願っておりますが、財

政状況を悪化させるような幾つかの大きな懸

念材料があります。

まず、国による補助金の不確実性でありま

す。地方自治体は、昔から３割自治と言わ

れ、自主財源が３割ほどで、残り７割が地方

交付税や国庫補助金等の国からの補助に頼っ

ております。当市も例外ではございません。

その国の借金が現在１,０００兆円を超え、

国民の資産で賄っている国債がここ数年で限

界に達すると言われております。

国の債務不履行が現実としないよう、国と

しては、財政、税制及び経済政策、社会保障

政策など、抜本的な練り直しが必要となるわ

けで、今後、地方自治体へ回すお金が減少す

ることは当然起こり得ることと思います。そ

のような依存財源の減少によって、市の財政

基盤は非常にもろくなると考えられておりま

す。

次に、経済の停滞と少子化による人口減少

がもたらす市税の減少です。平成２０年に４
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５億４,０００万円であった市税が、２２年

では４４億円に減り、３年間で１億４,００

０万円ほど減少しております。その中でも個

人市民税の落ち込みが顕著となっておりま

す。平成２４年度の予算では４２億３,００

０万円と見込んでおり、昨年より０.７％の

減少となっております。少子化が進む中で、

雇用環境の好転がなければ、この状況は今後

も続くことが予想されます。

３番目に、民生費の増加です。平成２０年

度の支出は約４９億６,０００万円、２年後

の２２年には１０％増の５４億４,０００万

円となっております。２４年度の予算では５

７億８,０００万円と確実に増加しておりま

す。高齢化により、扶助費と老人福祉費が大

きな要因となっており、国の財政と同じく、

今後も年ごとの増加は避けられないことと思

われます。

最後に、市債の償還です。平成２０年に約

３５５億円であった市債は、平成２２年に３

３１億円に減少しました。これは、平成２２

年度の実質公債費比率が１６.４％に下がっ

た要因となりました。しかし、第一配水場、

市立病院、第三中学校の再建設に加え、農産

物加工施設、ニンジン洗浄選別施設等の建設

が計画されており、幾ら国の補助金をもとに

慎重に計画し、管理された市債ではあります

が、これらの償還期限が重複して、今後十数

年にわたって続くことから、将来の財政に大

きくのしかかってくることが懸念されます。

このような中長期的な課題を見据えて、一

番見通しのきく今後の４年間の財政状況はど

のようなものか、お尋ねいたします。

次の質問に移ります。

昨年、議会の視察で滋賀県のある自治体を

訪れました。その自治体は、着実な構想のも

とに、誘客のため、さまざまなイベントを立

ち上げるなど、大変勉強になるものでした。

特に、うらやましいと思ったことは、１時間

ほどの交通圏に人口２００万人の大都市があ

るということでした。その２００万人に向

かってイベントを仕掛けてみたいと思わない

人はいないでしょう。その１割が来てくだ

さったとしても１０万人の大きな数になりま

すから、大成功と言えます。

さて、当市も誘客に力を入れ、毎年さまざ

まなイベントを行っております。航空祭に始

まり、アメリカンデー、七夕まつり、三沢ま

つり、ハロウインフェスタなど、他の市町村

には見られないものや独自の特色を込めたも

のが市外からの誘客に大きな役割を担ってお

ります。

しかし、誘客に目を向けたとき、そこには

どうしても忘れられた人々がいることを言わ

ざるを得ません。それは、三沢に住む約１万

人のアメリカ人のことです。消費傾向が我々

の数倍高い彼らが、市内で１人年間１万円消

費してくれるだけで１億円市に落ちることに

なります。大切なお客様なのです。そして、

お客様をつくるのは、やはり宣伝力です。情

報発信力なのです。英語で書かれたチラシの

配布やダウンタウン案内情報の基地関連部署

を通しての周知、ＡＦＮやノーザンライトで

のイベント情報案内など、軍のあらゆるメ

ディアをフルに使った情報発信を行い、彼ら

の関心や好奇心をふんだんに刺激することが

必要と思います。

三沢市は、隣人であるアメリカ人に対し

て、まだまだ開放されているとは思えませ

ん。もっと多くの情報を与え、彼らの関心を

促し、まちに出て楽しんでもらわなくてはい

けないと思います。そのことが、当然のこと

ながら消費につながるのです。私とともに働

いている数名のアメリカ人も頻繁に市内のレ

ストランで食事をしております。買い物に出

かけております。

しかし、まだまだ市内を十分に活用しよう

というアメリカ人は少数なのです。彼らの潜

在的消費力はまだ市内に向かっていません

が、市の経済につなげていくためにどのよう

な取り組みがなされているか、お聞きいたし

ます。

最後に、コミュニティバスについて質問い

たします。
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私は、市の運行するバスについて、２回ほ

ど一般質問で取り上げております。処世論に

なるかもしれませんが、そこで私が執拗なほ

ど問題提起したのは、さほど面積の大きくな

い当市で、全市民が同じ恩恵を受けない施策

は間違っているというものです。１００円バ

スにしてもコミュニティバスにしても、全市

内を同じ料金で運行するものが政治的に、し

かも道徳に正しいものではないかと今も思っ

ております。

さて、一昨年１１月から昨年９月まで実証

運行している市コミュニティバスは、２,６

３９万円の赤字を出したことが最近新聞で報

じられました。１００円バスを運行している

ときは、赤字は年４００万円ほどでしたが、

一挙に６倍以上にもはね上がるとは思ってお

りませんでした。もちろん、これは極端な反

応で、現在運行しているコミュニティバスの

路線の長さや運行回数などを考えれば、１０

０円バスとの比較は簡単にできないことで

す。

さて、多くの自治体では、乗り合いバス業

者に委託し、コミュニティバスを運行してお

ります。それは、採算性よりは住民の交通の

利便性の向上を目的として、運賃を低く抑

え、通常の路線バスが入らないところまで路

線を組んでおります。そのため、ほとんど自

治体が運行費用の補助を行っているのが実情

です。

先ほど引用した新聞記事の中で、市の地域

交通のアドバイザーでもある大学助教授は、

２,６００万円ほどの赤字は、コミュニティ

バスとしては平均水準と述べておりました。

しかし、平均水準というのは、もっとうまく

運用して赤字を少なくしている自治体もある

ということです。赤字が平均水準だからと

いって、よいというわけにはいかないので

す。

この実情を精査し、どのようにしたら赤字

を減らすことができるか考える必要があると

思います。４月からの本格的運行に向けて、

どのような対策が講じられるか、伺います。

以上で、質問を終わります。

○議長（馬場騎一君） ただいまの７番藤田

光彦議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） おはようございま

す。

ただいまの藤田議員さんの御質問の財政に

ついて私から、その他につきましては担当部

長からお答えをさせますので、御了承願いた

いと思います。

地方公共団体の財政の健全化に関する法律

については、財政の健全性に資することを目

的として、財政状況を判断するための四つの

統一的指標、すなわち実質赤字比率、連結実

質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率

が定められております。

このうち、実質赤字比率及び連結実質赤字

比率については、当市の場合は、普通会計、

特別会計ともに実質収支が黒字でありまし

て、企業会計においても資金不足が生じてい

ないため、当該比率は算定されません。

実質公債費比率については、普通会計が負

担する元利償還金及び公営企業債の償還に充

てたと認められる繰出金等の比率であります

が、繰上償還等の活用によりまして、早期健

全化基準２５％に対しまして、議員おっしゃ

るように、平成２２年度決算においては１

６.４％となったところであり、健全性を

保っているところであります。

また、将来負担比率については、普通会計

が将来的に負担すべき実質的な負債額の比率

で、早期健全化基準３５０％に対しまして１

４６.８％となっておりまして、現在の財政

状況としては健全性を保っていると考えてお

ります。

今後の見通しについてでありますが、我が

国の経済情勢は、昨年の東日本大震災の影響

等によりまして、依然として厳しい状況にあ

ることから、市税等の自主財源や地方交付税

を含む依存財源の大幅な増加は期待できない

こと。また、高齢化が進むことによって、扶
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助費を中心とした、いわゆる義務的経費の増

加が見込まれることから、依然として厳しい

財政環境が続くものと認識をいたしておりま

す。

このような中で、平成２７年度からは、新

病院建設事業にかかわる事業債の元金償還が

本格的に始まる予定であり、実質公債費比率

の悪化が懸念されるところではありますが、

それでも１７％程度と見込まれるところであ

り、さらに、新たな起債の抑制や地方債の繰

上償還等を活用することで、公債費全般の割

合を抑えることによりまして、適正化を図っ

ていくことは十分可能であると考えてござい

ます。

よって、今後とも行財政改革等の一体的な

取り組みによりまして、事業の見直し及び歳

出の抑制を徹底することによりまして、長期

的に持続可能な財政構造の確立を図るべく努

力をしてまいりたい、このように考えており

ます。

私からは、以上であります。

○議長（馬場騎一君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） コミュニ

ティバスについての御質問にお答え申し上げ

ます。

三沢市コミュニティバス・みーばすは、路

線バスの利用者数が年々減少し、交通事業と

しての維持が年々困難になりつつある中で、

市立三沢病院の移転など、三沢市のまちづく

りと一体となった効率的で効果的な公共交通

体系の構築を図るため、市内における既存バ

スの路線網を再編し、平成２２年１１月８日

から実証運行を行っているところでございま

す。

これまでの実証運行の収支状況につきまし

ては、運行開始から平成２３年９月３０日ま

での約１１カ月間の期間における運行収入が

１,５５０万円、これに対する運行経費が４,

１８９万円となり、欠損額の２,６３９万円

を市の負担金や国からの補助金で負担してお

ります。

これを第１期及び第２期の運行期間ごとに

見てみますと、運行開始から平成２３年３月

３１日までの第１期実証運行においては、運

行収入が８０７万円、運行経費が１,６７６

万円となり、欠損額は８６９万円、収支比率

では約４８％という結果でございました。

これに対しまして、平成２３年４月１日か

ら平成２３年９月３０日までの夏場における

第２期実証運行では、運行収入が７４４万

円、運行経費が２,５１４万円、欠損額は１,

７７０万円となり、収支比率で約３０％と大

幅に低下したところでございます。

１期と比較し、第２期の収支比率の低下の

主な要因といたしましては、運行ルートを拡

大し、利便性の向上を図ったことにより、運

行経費が増加したものの、それを補うほど利

用者が増加しなかったことが挙げられます。

この利用者数の低迷につきましては、第１

期は、比較的利用者が多い冬期の運行であっ

たことに対しまして、第２期は、比較的利用

者が少ない夏場であったことも影響している

ものと考えております。

地方都市におけるコミュニティバスは、一

般的に、収支比率を上げるためには、市民生

活の利便性を抑え込まざるを得ないという負

の相関関係が社会構造上認められるものと考

えております。このことから、このバランス

をどうとるかに大変苦慮しているところでご

ざいます。

今年４月１日から本格運行に移行するに当

たり、市民の日常生活の足を確保するため、

基本的には、現在の運行本数、運賃などの運

行水準を継続することとし、大幅なルートの

変更及び縮小を実施しない方向で検討してご

ざいます。

一方で、財政負担を少しでも抑制できるよ

う、路線ごとの収支状況を踏まえ、引き続き

ダイヤの改善を行いながら、より多くの市民

の皆様にみーばすを御利用いただきたいと考

えております。

具体的な方策といたしましては、中心市街

地の商業者等と連携したバス無料乗車券の配

布など、各種利用促進活動にも取り組んでま
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いりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 経済部長。

○経済部長（中野渡 進君） 藤田議員御質

問の２点目、三沢市に住む軍人・軍属の市内

での消費促進についての取り組みについてお

答えいたします。

現在、米軍三沢基地に関連する軍人・軍属

の方々は、防衛省によりますと、約８,５０

０人ほどいると報告されております。その多

くの方々が市内で買い物や飲食をしていただ

いた場合には、大変大きな経済効果があるも

のだと感じております。

さて、当市におけるこれまでの取り組みと

いたしましては、三沢シティニュースの発行

や三沢ガイドマップという英語版のパンフ

レットを作成し、三沢市の歴史、観光地、イ

ベントのほか、市内飲食店やスーパーマー

ケット、コンビニエンスストア、温泉などを

地図に示し、紹介しているほか、市内で開催

するイベントなどに関しましては、国際交流

教育センターにおいて開催されている各種講

座等においてチラシを配布するなど、外国人

の方々にも商店街へ足を運んでいただけるよ

う取り組んでいるところでございます。

また、基地内にあるエアマン・アンド・

ファミリー・レディネスセンターが発行して

いる三沢・シティ・マップにおいても、商店

街の各種店舗などの情報が掲載され、多くの

外国人の方々に活用されているようでありま

す。

しかしながら、現在の商店街における外国

人客の状況を見ますと、一番は昨今の円高傾

向による影響もあり、外国人の購買力による

経済効果が思うようにあらわれていない状況

にありますことから、今後におきましては、

各種イベントにおける英語版チラシの作成の

ほか、先般、厚生労働省より採択をいただき

ました地域雇用創造推進事業の中で、国際色

を生かした商店街づくり創出塾の開催やビジ

ネス英会話の開催など、さまざまな手法を用

いまして、外国人の方々も誘客し、市のにぎ

わい創出を図ってまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） ７番。

○７番（藤田光彦君） 再質問させていただ

きます。

まず、財政についてですが、市長さんより

大変希望の持てる答弁をいただきまして、あ

りがとうございます。ここ４年間、さほど懸

念もないようですので、今のままの状況を維

持することができると思いますが、財政調整

基金、４０億円ほどの大変重要な基金を、例

えばどのようなものに優先的に活用すると

か、そういう考えがございますかどうか。

というのは、現在、介護に関しても、ま

た、国民年金に対しても、市民にこれから負

担を強いるようなことになると思いますの

で、そこをできるだけ負担を少なくするよう

な目的で、調整基金から少しでも振り分けて

くれるような、そういう優先順序があるかど

うか、お知らせくださればいいです。

次に、コミュニティバスの件についてです

けれども、無料バス券を配布するとか、何か

考えているみたいですけれども、そうなると

ますます赤字がふえるということにもならな

いか、ちょっと心配しておりますけれども、

どうなのでしょうか。

またもう一つは、来年度より国の補助金が

なくなるという話も聞きますけれども、こう

いうふうになると、ますます市の負担が増加

すると思いますけれども、この２点、どうい

うふうに考えるか、お聞きします。

経済について、まだまだ我々が米軍に対し

て取り組むような要素があるのではないかと

思っておりまして、例えば隣のおいらせ町な

のですけれども、日本語の堪能なアメリカ人

を雇いまして、高層住宅の１階に掲示板があ

りますけれども、そこにいろいろな情報を流

す、例えば鮭まつりとか、スワンまつりと

か、そういう情報をどんどんポスターを張っ

ておりますし、また、ＡＦＮでそういう情報

を流す外国人を雇って一生懸命周知している
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と、そういう積極的な面も見えます。

そういう面から考えて、三沢はまだまだ取

り組む課題があると思いますけれども、今述

べたような取り組みのほかに、これからもっ

とアメリカ人に直接心に入り込むような、そ

ういう取り組みがなされるかどうか、お聞き

いたします。

○議長（馬場騎一君） 答弁願います。

市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

基金の取り崩しといいますか、順位を考え

ているのかと、予定しているのかというよう

な御質問であったと思いますが、そのことに

ついては、別段考えておりません。

ただ、開会の冒頭にも申し上げましたよう

に、予算等については、できるだけそれを崩

さない範囲内において予算の取り組みをした

いと。その基金等については、例えば今の大

震災みたいなこと、何が起こるかわからない

わけでありますので、不測のことを考慮しな

がら考えてまいりたいというふうに思ってお

ります。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 再質問の

バス無料乗車券の配布のことについてお答え

申し上げます。

この乗車券につきましては、２４年度予算

として、公共交通会議負担金の中に約８０万

円程度を見込んでいます。市内で買い物をし

た方にバスを利用していただくために、１０

０円の券を配布するような事業を今、協議中

でございます。何といっても、みーばすにつ

きましては、市民の方々に何とか利用してい

ただきたいと、そのことが極めて重要である

と考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 経済部長。

○経済部長（中野渡 進君） 藤田議員さん

の再質問、まだまだ取り組みとかＰＲが足り

ないのではないかということです。

確かに、三沢ガイドマップなど、英語版の

パンフレットを発行していますが、掲載店舗

数が少ないなど、まだ情報量が不足だと言わ

ざるを得ません。特に、米軍人が好みます飲

食分野の宣伝につきましては、大きな経済効

果の可能性が見込まれることから、今後につ

いては、重点的に情報提供もしていきたいと

考えております。

また、商品の販売等につきましては、日本

の民芸品を取り扱っている店舗においては大

変好評を得ているというふうに聞いておりま

すけれども、今後は、日本の商品にも英語解

説を入れるなど、商店者がさまざまな工夫を

行うよう、パッケージの関連講座等で国際色

を生かした商店街づくりの推進を図りたいと

考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 国からの補助金も出

なかったですか。なくなるとか、なくならな

いとかという質問はなかったですか。

政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 大変失礼

いたしました。

国からの補助金は、来年度からなくなりま

す。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） ７番。

○７番（藤田光彦君） 再々質問です。

国からの補助金がなくなるということで、

大変なことになると思いますけれども、ます

ます市の負担が多くなるのですけれども、そ

の辺に対してはどのような懸念を持たれてい

ますでしょうか、お聞かせください。

○議長（馬場騎一君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 議員さん

おっしゃいますように、欠損額を何とか減ら

すような方策を考えないといけないと感じて

おります。

現時点では、先ほどの答弁で申し上げまし

たように、無料乗車券の配布などを考えてお

りますが、市民の皆様がバスを利用するよう

な方策を何とか考えてみたいと考えておりま
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す。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 以上で、７番藤田光

彦議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

６番鈴木重正議員の登壇を願います。

○６番（鈴木重正君） おはようございま

す。

拓心会の鈴木重正が、通告に従いまして一

般質問をいたします。

改めて昨年を振り返ってみますと、何と申

し上げても、３月１１日に発生した国内観測

史上例のない巨大な地震、そして、その直後

の、予想をはるかに超える大津波でありま

す。テレビで映し出された各地の映像には、

阿鼻叫喚、必死に逃げ惑う人々の姿、いとも

たやすく、無抵抗のまま押し流される漁船や

家々、沿岸部の町々はのみ込まれ、日々の平

穏な暮らしは一瞬にして崩壊、自然の驚異を

知るには余りにもむごい地獄絵図そのもので

ありました。

三沢市においても津波によりとうといお二

人の命が奪われ、全壊住家１９棟を含む７５

棟が被害を受け、また、三沢漁港施設は壊滅

状態となり、そのほかにも漁船・漁具の被

害、農地、農業用施設関係被害など、その被

害総額は約７８億円。東日本大震災は、私た

ちに物心両面、甚大な被害をもたらしまし

た。

あの情景を目の当たりにし、とりわけ漁業

を生業としている方々のお気持ちに思いをい

たしたとき、慰めの言葉さえ見出せませんで

した。そして、何より漁業者の方々が大きな

失望感にさいなまれ、将来の夢と希望さえも

失ってしまったのではないか、そんなことが

頭の中を駆けめぐっておりました。

しかし、その心配は杞憂にすぎませんでし

た。私がある漁師の奥さんから聞いた言葉、

漁師は陸にいるとだめだ、元気がなくてだめ

だ、魚がとれなくてもいいから海に出してや

らなくてはだめだ、とにかく一日でも早く海

に出られるようにしてほしい、その言葉に胸

を打たれました。三沢市の漁業者、関係者の

方々は、悲しみにくれるいとまも許さず、震

災直後から、その悲惨な状況に勇気を持って

立ち向かっていったのであります。

無論、申し上げるまでもありませんが、三

沢基地の米軍、自衛隊の皆さん、そして多く

のボランティアの方々の心温まる御支援は決

して忘れることはできません。

このような中、種市市長は、震災後間もな

い５月、三沢漁港施設の早期復旧・復興を最

優先に訴えながら、さらに、三沢市総合振興

計画の六つの柱に基づくさまざまな事業の実

現を公約に掲げられ、無投票ではありました

が、見事２期目の再選を果たされたわけでご

ざいます。

既に、新年の互礼会におきまして、種市市

長からあいさつの中で、漁港施設の復旧率は

７８％まで達したという報告があり、漁港施

設の早期復旧を公約に掲げた市長の有言実行

ぶりに、改めて敬意を表する次第でありま

す。

また、災害に強く、活力と魅力ある復興ま

ちづくりを着実かつ積極的に推進していくた

めの三沢市復興計画につきましても、昨年６

月、三沢市復興委員会を設置し、防災対策等

検証部会、漁港等復興支援部会、生活支援相

談部会の各部会で、具体的、専門的な協議が

なされ、さらに、５回の復興委員会を重ね、

昨年末、その策定に至っていることは、市長

をはじめ復興委員会委員の皆様、市職員の皆

様の御努力のたまものであると、重ねて敬意

を表するところであります。

しかしながら、ここに来て最も重要なこと

は、復興計画を策定したということではな

く、三沢市復興計画がただの夢物語、絵にか

いたもちに終わることなく、今後しっかりと

着実に進められていくことであるということ

は論をまたないところであり、さらに、被害

に遭われた方々はもとより、多くの市民の皆

さん、そして、三沢の未来を担う子々孫々か

らも真に評価されることこそが、この計画が

果たす大きな役割であろうと考えておりま
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す。

その意味においても、昨年１２月、三沢市

復興計画の議会説明会におきまして、本計画

書における、検討するとあるのは、単にやる

か、やらないかを検討するものではなく、あ

くまでも実施を前提とした検討である旨の執

行部からの力強い答弁をいただき、また、先

ほど申し上げました種市市長の有言実行ぶり

に、さらには、本定例会冒頭に市長が述べら

れました「着実に、スピードをもって全力を

傾注しながら三沢市の復興をなし遂げる所存

であります」との言葉に、今、再び、本計画

の実現に向け、大きな期待を抱かずにはいら

れないのは私ばかりではないはずでありま

す。

今なすべきことは、東日本大震災からの復

旧・復興を果たすとともに、災害に強い、安

心・安全なまちをしっかりとつくっていくと

いうことであります。

そこで、三沢市復興計画について質問する

ものであります。

この計画を実現ならしめるためには、ま

ず、しっかりとした推進・管理体制が何より

も必要であるのではないかと考えますが、市

では、今後、具体的にどのような体制で、三

沢市復興計画を推進・管理していくお考えな

のか、お伺いいたします。

さらに、この計画を実現させていくために

は、言わずもがな、所要の財源が必要となる

わけでありますが、ようやく国では、昨年１

１月２１日、総額１２兆１,０２５億円、そ

のうち復興に係る経費９兆２,４３８億円が

盛り込まれた平成２３年度第３次補正予算が

成立、また、個別の規制手続の特例や税制上

の特例等を受けるための復興推進計画や土地

利用の再編に係る特例、許可手続の特例等を

受けるための復興整備計画、交付金事業に関

する復興交付金事業計画を主たる枠組みとす

る、いわゆる復興特区法、東日本大震災復興

特別区域法が新たに施行され、本格的な復興

に向けた支援体制が整えられてきているとこ

ろであります。

青森県内では、八戸市、三沢市、おいらせ

町、階上町の４市町が復興特区法の対象区域

となっており、特に八戸市では、同法に基づ

く支援を積極的に受けるため、懸命の努力を

しているとも聞き及んでおります。

平成２３年度も押し迫る中、既に三沢市に

おいても、八戸市同様に大変な御努力をされ

ていることと思います。また、これまでも不

断の努力に、今年度、当市において対応して

いる震災に関する経費、およそ２０億円、そ

の財源の大半は国や県の補助制度などを活用

したものであり、最終的に当市の一般財源か

らの持ち出しは１５％程度におさまる見込み

となっているということも承知しているとこ

ろでありますが、今般、三沢市復興計画で示

されたさまざまな事業についても、さきに述

べた復興特区法をはじめ、国の制度を最大限

に活用するなど、知恵を絞り、より有利な方

法で事業を推進していくべきではないかと考

えるところであります。

そのような中、本一般質問の通告を１月３

０日にした後、翌々日の２月１日付の新聞報

道によれば、青森県と八戸、三沢、おいら

せ、階上の４市町は３１日、復興特区法に基

づく、あおもり生業づくり特区創設のための

復興推進計画を国に共同提出、また、復興事

業についての復興交付金事業計画も提出した

とのことでもありますが、三沢市では、三沢

市復興計画に盛り込まれたどのような事業を

いかなる方法で国にアプローチしてこられた

のか、また、今後やっていくお考えなのか、

本年度について及び来年度以降について、そ

れぞれお伺いするものであります。

次に、三沢市総合振興計画後期基本計画の

策定についてであります。

平成２０年度からスタートした三沢市総合

振興計画は、来年度、平成２４年度をもって

前期基本計画が終了することから、既に、次

なる５年間、後期基本計画の策定に向け、

着々とその作業が進められていることと思い

ます。

とりわけ今回の後期基本計画については、
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長引く不況によるさまざまな影響、高齢化社

会への対応、人口減少問題への取り組みな

ど、課題が山積する中、激動期とも言うべく

この時代の流れに即した計画の策定が進めら

れていくことはもちろんのことであります

が、三沢市復興計画の中長期的な復興施策を

反映させるなど、当初予定されていた以上の

作業になるのではないかと思っております。

そこで、まず、三沢市総合振興計画の後期

基本計画の策定に当たっては、この先５年間

のみならず、１０年後、２０年後の将来をも

見据えるとともに、人口指標をはじめとする

各種指標の最新の分析、前期基本計画の評

価・検証、新たに構築された行政評価システ

ムや市民参画の観点からの外部評価などが反

映され、策定されていくこととなると思いま

すが、今後、どのようなプロセス、スケ

ジュールをもって後期基本計画を策定してい

くのか、時期、内容等について具体的にお伺

いするものであります。

また、そのプロセスにおいて、多様な市民

ニーズを把握し、取捨選択の上、計画に反映

させていくという作業も大変重要なものであ

ると考えるところでありますが、市民の皆さ

んの声、意見等の把握、反映は、市民アン

ケート調査の実施だけにとどめるのか、ある

いはそのほかの方法も考えているのか、お伺

いいたします。

３点目として、私はこれまでも健全で開か

れたまちづくり、行政への市民参加を推進し

ていくためには、行政情報の透明化、見える

化が重要であり、特に、予算編成過程をはじ

めとする政策形成、意思決定過程の積極的な

公表・発信を訴えてまいりましたが、審議会

等の会議に係る情報公表など、一部進んでい

るものもあるものの、残念ながらその現状は

必ずしも満足できるものではございません。

三沢市の道しるべ、進むべき方向として、

市民の皆さんにとって極めて重要な三沢市総

合振興計画、その後期基本計画の策定であり

ます。市民本位の市政を掲げる種市市長であ

りますので、当然にして、計画策定過程につ

いて透明性を確保し、市民目線で、市民の皆

さんにわかりやすい形で、積極的に公表・情

報発信していかれるものと思いますが、どこ

までの範囲、内容を、いつ、どのような方法

で公表・情報発信していく考えなのか、お伺

いいたします。

次に、三沢駅周辺整備の推進と十和田観光

電鉄廃止に伴う代替バスの運行に関してお伺

いいたします。

空を見れば、三沢空港発着便は、札幌便、

大阪便もなくなり、東京便が１日３便。鉄路

を見れば、東北新幹線全線開業の陰となり、

三沢駅の利便性は著しく低下。陸を見れば、

県道八戸野辺地線の駒沢バイパス等の整備は

目に見えず、一方、上北道路の整備が着実に

進み、三沢はただの通過点となってしまうの

では。そういったことからも、三沢の将来に

不安を抱いている、この先どうなっていくの

だとの厳しい声を市民の皆さんからお聞きす

ることがございます。

そのような中、今さら申し上げるまでもご

ざいませんが、十和田観光電鉄では、来月末

をもって、大正１１年の開業以来約９０年間

にわたった鉄道事業の終了を決定しておりま

す。三沢市の歴史の一翼を担ってきた、いわ

ば歴史の生き証人として、地域の経済、文化

の交流・進展に大きく貢献し、多くの人々か

ら愛されてまいりました十和田観光電鉄が撤

廃の憂き目に遭うことは、言葉に尽くせない

寂しさを禁じ得ません。

かようなら、平成２４年度、各部局主要施

策取り組み方針にも掲げている三沢駅周辺整

備の推進と相まって、その存続を模索してい

れば、直ちに鉄道廃止ではなく、また、新た

な展開の可能性もあったのではないかと思

い、そういう意味で、今回の十和田観光電鉄

の拙速な判断、そして、三沢市の三沢駅周辺

整備の推進がもっと早い段階で検討されてい

たならばと考えると、まことに残念でなりま

せん。ただ、ここに来て、そのことについ

て、これ以上議論しようとは考えておりませ

ん。
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今、本件に関して、三沢市として第一に考

えなければならないことは、本年４月から鉄

道にかわるバス運行に伴う利用者、特に、そ

の約８割を占めているのが中学生、高校生た

ちであり、その利用者の安心・安全を確保す

るということではないでしょうか。

このようなことから、三沢駅周辺に新たな

バスターミナルを整備することは、安心・安

全を確保するため、交通渋滞の緩和などを図

るために、何より早期に着手しなければなら

ない重要な課題であると認識しております。

三沢市においても、昨年の第４回定例会の

一般質問におきまして、バスターミナルの設

置は重要課題の一つであり、市役所内部にお

ける検討会を設置し、周辺町内会の代表者や

関係者をメンバーに加えた協議会を立ち上げ

ることも視野に入れながら、事業者をはじめ

とする関係機関とともに協議をしていく旨の

答弁をしておられます。

確かに議論は重要ですが、事は利用者の安

心・安全に係ることであり、しかも、代替バ

スの運行まであとわずかであります。一刻も

早い対応が必要であるということは論をまた

ないところではないでしょうか。

既に県では、県立三本木農業高校、十和田

工業高校前の県道にバス停車帯の敷設を検討

しているとの報道もありました。

そこで、市においては、市役所内部におけ

る検討会を設置し、周辺町内会の代表者や関

係者をメンバーに加えた協議会を立ち上げる

としておりますが、その進捗状況と今後の具

体的取り組みについてお伺いいたします。

また、三沢駅周辺に直ちにバスターミナル

の整備といかないまでも、利用者の安心・安

全の確保、予想される交通渋滞の解消を図る

見地から、市としても、これらに対する緊急

的な対策を早急に考える必要があると思いま

すが、どのような対策をお考えになっている

のか、お伺いいたします。

最後に、報道によれば、既に関係機関に対

して、十和田観光電鉄から代替バスの運行本

数、ダイヤ、経路等の運行計画、通学定期の

料金等が示されているとありますが、その具

体的内容と、これに対する三沢市の見解、対

応等についてお伺いするものであります。

以上で、私の質問を終わります。

○議長（馬場騎一君） ただいまの６番鈴木

重正議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの鈴木議員

さん御質問のうち、復興計画については私か

ら、その他につきましては副市長及び担当部

長からお答えをさせますので、御了承願いた

いと思います。

三沢市復興計画は、東日本大震災から一刻

も早い復旧を果たすとともに、災害に強く、

活力と魅力のある復興まちづくりを着実かつ

積極的に推進するために、昨年１２月２８日

に策定したものであります。

災害からの復旧・復興は、緊急かつ重要な

課題であるため、復興計画は、三沢市総合振

興計画前期基本計画を補完する、最優先に取

り組むべき計画と位置づけするとともに、中

長期的な復興施策は、今後策定する、いわゆ

る三沢市総合振興計画後期基本計画に反映さ

せてまいります。

特に、震災を教訓とした防災に関する取り

組みについては、三沢市地域防災計画に反映

させていくこととしております。

御質問の第１点目の復興計画に掲げる事業

の進行管理につきましては、確実に復興をな

し遂げるためには重要なものと認識しており

ます。

今後実施します復旧事業における進行管理

につきましては、各担当部署において進める

とともに、平成２５年度以降における復興事

業につきましては、総合振興計画後期基本計

画に反映させてまいりますので、復興計画の

進行管理につきましても、総合振興計画の進

行管理の中で、総合かつ統一的に実施してま

いりたいと考えております。

また、御質問の第２点目の、これまでの国

に対するアプローチ及び今後の予定につきま
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しては、去る１月３１日に、東日本大震災復

興特別区域法に基づき、復興推進計画及び復

興交付金事業計画を国に提出いたしておりま

す。

復興推進計画は、議員のお話にありました

ように、青森県、八戸市、おいらせ町、階上

町と三沢市が共同で申請したもので、４市町

内に復興産業集積区域を設定し、本県の強み

を生かした産業の集積及び活性化の促進のた

めに、税制上及び規制の特別措置を講ずるも

のであります。

また、復興交付金事業計画は、三沢単独

で、平成２４年度事業として津波ハザード

マップ策定事業と、それから津波避難計画策

定事業の２事業を申請いたしました。

津波ハザードマップ策定事業は、青森県が

策定する津波浸水予測図等をもとに津波ハ

ザードマップを策定するものであります。

また、津波避難計画策定事業は、三沢漁港

の防災対策として、施設の高台移転、避難

路、避難タワーや市北部地区の避難所を兼ね

備えた防災拠点施設等、復興計画において提

案された施設等について、その事業化に向

け、具体的に検討してまいります。

今後、津波避難計画は、策定事業の中で、

各種施設整備計画が立案されることになって

おりますので、これに基づいて、平成２５年

度以降、随時、国に対して申請したいと考え

ております。

また、今後の復興事業における手法あるい

は財源につきましては、復興特区法に基づく

制度、あるいは既存の国及び県等の補助制

度、並びに今定例会に提案しております東日

本大震災復興交付金・推進基金等を活用し、

災害に強い都市基盤の形成と地域づくりに取

り組んでまいりたいと考えます。

私からは、以上であります。

○議長（馬場騎一君） 副市長。

○副市長（大塚和則君） 総合振興計画につ

いてお答えをいたします。

三沢市総合振興計画は、御案内のとおり、

基本構想と基本計画から構成され、基本構想

は平成２０年度から１０年間、基本計画は、

前期、後期とも５年間としており、現在、後

期基本計画について、平成２４年度内の策定

を目途に作業を進めているところでございま

す。

後期基本計画では、社会経済情勢の変化や

国、県の状況、さらには、さきの東日本大震

災などを踏まえた諸情勢の変化などを勘案

し、計画に織り込むことといたしておりま

す。

具体的に申し上げますと、昨年１２月に当

市において策定した復興計画については、そ

の考え方や実施すべき項目を可能な限り具体

的、個別的に後期計画に盛り込みたいと考え

ております。

また、後期基本計画策定に当たっては、一

層効率的な推進体制の構築が求められること

から、現在、庁内に職員から構成される政策

研究ワーキンググループを組織し、前期基本

計画の検証及び後期基本計画の策定に向けた

資料の収集・作成を行っております。

さらに、平成２４年度におきましては、こ

れまで行われてきた行政評価結果などを踏ま

え、三沢市総合計画審議会において、政策評

価を実施し、前期基本計画を評価・検証する

こととしているほか、後期基本計画について

は、素案を同審議会において御審議をいただ

き、本年９月を目途に後期基本計画を作成し

たいと考えております。

さらに、その後、関係機関との調整などを

行いまして、平成２４年度末までに後期基本

計画を策定する予定としております。

市民意見の反映につきましては、これまで

も、市長と市民の皆様との懇談会などで寄せ

られている御意見のほか、昨年７月におい

て、公募による市民の皆様で組織しました三

沢市地域創造ワークショップにおいて、さま

ざまな御意見をいただいているところであ

り、さらには、本年３月に３,０００名を対

象とした市民アンケート調査を実施すること

としており、これらの御意見を後期基本計画

の策定に反映させてまいりたいと考えており
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ます。

策定過程の公表につきましては、具体的な

計画策定作業に入ります平成２４年度から、

三沢市総合計画審議会において御審議をいた

だく資料や議事録、その他の各種資料とあわ

せて、ホームページなどを活用して随時公表

するほか、素案については、パブリックコメ

ントの実施により、市民の皆様からの御意見

をいただくとともに、策定された計画につい

ても、広報みさわなどを用いて、広く市民の

皆様にお知らせをしたいと考えております。

○議長（馬場騎一君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 三沢駅周

辺整備に関する御質問の１点目、バスターミ

ナル整備の検討状況についてお答え申し上げ

ます。

東北新幹線全線開業に伴うＪＲ東日本から

青い森鉄道への移管、十和田観光電鉄線の廃

止及びそれに伴う代替バスの運行など、三沢

駅の利用環境が大きく変わる中、三沢市の陸

の玄関口であります三沢駅における交通結節

機能の強化、駅正面口前の交通混雑の解消、

さらには、三沢駅周辺地区の活性化を図るこ

とを目的として、三沢駅周辺整備に関する重

要な事項について調査・検討を行うため、庁

内関係課長を構成メンバーとする三沢駅周辺

整備庁内検討チームを本年１月３０日に設置

したところでございます。

この庁内検討チームでは、整備手法検討の

前提となる都市計画や道路整備計画など、上

位関連計画における位置づけの確認、土地建

物の所有者及び権利関係を含む計画地の現況

整理、三沢駅の今後の利用見通し、さらに

は、適用可能な補助事業メニューの情報収集

等を行いながら、バスターミナル整備に向け

た課題の整理を行うこととしております。

この庁内検討チームにおける課題の整理を

踏まえ、来年度には、駅周辺町内会の代表者

や商工団体、青森県、青い森鉄道株式会社、

十和田観光電鉄株式会社など、外部の関係機

関等の御参画をいただき、駅周辺整備のあり

方を検討する協議会を設置し、来年度中にも

駅周辺整備に係る基本方針の策定を行いたい

と考えております。

続きまして、三沢駅周辺整備に関する御質

問の２点目、十和田観光電鉄線廃止代替バス

の運行に伴う安全確保及び交通渋滞の対策に

ついてお答え申し上げます。

十和田観光電鉄廃止代替バスの運行に伴う

安全対策等につきましては、昨年１１月１７

日及び１２月５日に、所管の警察署立ち会い

のもと、十和田観光電鉄株式会社、青森県、

沿線市町、学校関係者が予定されているバス

停留所の現地視察を行っており、十和田観光

電鉄株式会社では、各停留所の状況に応じた

乗降客の安全や交通渋滞の緩和に十分配慮

し、運行することとしております。

具体的には、利用者の多くが沿線の高等学

校に通う学生であることから、登校時間前ま

でに余裕を持って到着するような運行計画と

するなど、登下校の時間に十分配慮したダイ

ヤ編成がなされております。

また、実際の運行時における安全面の配慮

としては、十和田観光電鉄株式会社では、代

替バス運行に余裕を持って対応し得る人員の

確保・充実を図りながら、これらの乗務員に

対して、ルートやバス停留所位置の再確認等

の徹底を図るとともに、接遇面での教育のほ

か、はじめてバスに乗る利用者のための乗り

方案内・指導を実施するなど、４月の運行に

向けてさまざまな指導・教育を実施していく

とのことでございます。

さらに、十和田観光電鉄株式会社では、こ

のような事前の準備作業を進めながら、３月

ごろを目途に、実際に利用者を乗せた代替路

線バスの実証運行調査を実施することとして

おります。

代替バス路線については、三沢市役所、公

会堂前、もしくは三沢高等学校正門前のバス

停から十和田市内の各校正門が主な起・終点

となることから、三沢駅の歩行者や送迎の自

家用車通行量が減少することも予想されま

す。

市といたしましては、十和田観光電鉄株式
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会社と十分連携しながら、バス利用者の安全

性確保や交通渋滞の発生状況を可能な限り把

握し、必要に応じた安全対策を講じてまいり

たいと考えております。

また、駅前の交通渋滞の実態について、三

沢警察署から確認いたしましたところ、駅前

の交差点の渋滞を引き起こす大きな要因とい

たしましては、駅前の県道三沢十和田線から

古間木１号橋へ向かう手前の浜街道踏切を右

折する車両が一時停止することによって、駅

前交差点までの渋滞につながっているとのこ

とであります。このため、午前７時から９時

までの時間帯に、浜街道踏切の右折禁止の交

通規制を実施しているとのことであります。

市といたしましては、引き続き三沢警察署

とも連携をしながら、交通規制や交通安全に

係るドライバーへの啓蒙を図るなど、駅周辺

の交通渋滞緩和や歩行者の安全対策を図って

まいりたいと考えております。

次に、三沢駅周辺整備に係る御質問の３点

目、十和田観光電鉄線廃止に伴う代替バスの

運行計画についてお答え申し上げます。

十和田観光電鉄株式会社の鉄道廃止代替バ

スの運行計画につきましては、平成２４年１

月１８日に開催された青森県バス交通対策協

議会上十三地域分科会において承認されたと

ころでございます。

この計画によりますと、まず、運行本数に

つきましては、現在の十和田－三沢間の鉄道

運行本数が平均１日１７往復の計３４便に対

しまして、代替バスは、定期便と増便分とを

合わせた計５３便を運行することとしており

ます。

また、ダイヤにつきましては、沿線の高校

関係者からの御意見や生徒を対象にして行わ

れたアンケート調査を踏まえまして、生徒の

通学時刻に合わせたダイヤ案が示されたもの

の、青い森鉄道線のダイヤの接続へできる限

り合わせた代替バスのダイヤ編成を行うた

め、青い森鉄道線の３月ダイヤ改正発表後に

最終調整を行う予定であることを確認してお

ります。

次に、経路の運行計画につきましては、朝

夕の通学時間帯は増便にて対応し、基本的に

は、三沢市内の起・終点は市役所、公会堂前

とし、スクール対応のバスは各高校の正門近

くまで乗り入れし、安全運行に努めることと

している旨聞いてございます。

次に、バスの乗車運賃につきましては、現

行電車の運行区間内は電車の運賃と同額を基

本とし、区間内と区間外を利用する方並びに

区間外だけを利用する方の運賃は、通常バス

路線運賃が適用されることとなります。

定期券の運賃額は、通学生の負担軽減を図

るため、電車運行区間内の利用に限り２年間

の緩和措置を講じることとしております。具

体的には、１年目は電車とバスの定期運賃の

差額に対する３分の１程度を現行電車の定期

運賃に加算した金額となり、２年目には３分

の２を加算、３年目にはバス定期券の通常運

賃となることとされております。

この計画に基づき、十和田観光電鉄株式会

社では、路線新設の認可申請を１月３０日付

で国に提出したところであります。認可まで

には、通常１カ月程度を要するということで

あります。このスケジュールでいけば、３月

上旬には市民の皆様にお知らせできることと

なります。十和田観光電鉄株式会社では、国

の認可がおり次第、直ちに新しいバス路線、

ダイヤ等の広報に努めることとしておりま

す。

市といたしましては、本計画については、

利用者の大半を占める高校生や学校関係者の

意見や利用実態を、交通事業者として、現時

点で最大限配慮していただいたものと評価し

ておりますが、今後、問題が生じたときには

迅速な対応をしていただき、安全かつ利便性

の高い公共交通を維持していただけるよう、

十和田観光電鉄株式会社に要請していきたい

と考えております。

また、３月には実証運行を含む調査事業の

実施が計画されておりますが、市としては、

三沢地域公共交通会議の場を通じて、本代替

バス路線の確保・維持に向けた取り組みを支
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援し、さらには、積極的に関与してまいりた

いと考えております。

○議長（馬場騎一君） ６番。

○６番（鈴木重正君） １点、再質問をさせ

ていただきます。

復興計画に関してでありますが、先ほど市

長さんのほうから、復興交付金事業計画を国

に提出いたしまして、平成２４年度、三沢市

の単独事業として、ハザードマップの策定並

びに津波の避難計画、これをやっていくとい

うことでございました。

さらに、その津波の避難計画を踏まえまし

て、平成２５年度以降の事業といいますか、

その見通しというか、そういったものを決め

て取り組んでいくという御答弁であったと思

うのですが、まだ交付金事業の申請で、それ

が認められていない段階ではあろうと思いま

すが、そうしますと、２４年度のどの段階ま

でで、この避難計画なるものの策定を予定し

ていて、例えば２４年度末までということで

あれば、２５年度以降の計画が、予算の制度

上の都合で、ちょっと後回しになってしまう

ようなことも考えられなくもありません。

そういったものも含めて、この避難計画な

るものは、平成２４年度のいつまでの段階で

策定をする予定で、そして、そこから２５年

度以降の、その避難計画を踏まえまして、さ

まざまな事業というか、そういったものを計

画していくということであろうと思いますの

で、そこら辺のタイムスケジュールという

か、三沢市のほうで、現段階においてイメー

ジをしておられる時期と考え方というものに

ついてお伺いをいたします。お願いいたしま

す。

○議長（馬場騎一君） 答弁願います。

政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 御質問の

復興交付金事業計画の今後のスケジュールに

ついてお答え申し上げます。

先ほど答弁で申し上げましたが、１月３１

日に申請しておりますが、早ければ２月の末

には採択されるのではないかと考えておりま

す。採択された場合は、２３年度事業ですの

で、原則は２３年度中ですが、繰り越しを認

めてもらいまして、実際の作業は２４年度に

入ってから大きなものをやることになると考

えております。

以上であります。（発言する者あり）

答弁漏れがありましたので。

事業計画につきましては、この復興交付金

事業計画の中で変更を認めてくれるというこ

とでございますので、変更しながら個別の事

業を具体的に計画していくという段取りでご

ざいます。（発言する者あり）

○議長（馬場騎一君） ６番。

○６番（鈴木重正君） その計画の中で変更

していく。もう一度、確認ですけれども、ま

ず、津波の避難計画を交付金事業で策定をす

るというのが、２３年度事業としてやるので

すけれども、それが２４年度に実際の作業が

行われるということは理解いたしました。

それで、その津波の計画を踏まえて、今後

の２５年度以降の事業が出てくるということ

だと思います。多分そこの部分のところにお

いても、この交付金事業を活用してやってい

くよという趣旨の答弁だったと思うのですけ

れども、具体的に、平成２４年度のいつごろ

までに避難計画なるものを策定予定で、そし

て、それが策定されて、策定途中でもいいの

でしょうが、速やかに、今後、市としてどう

取り組んでいくかというものを検討して、い

つごろにはこういう形で２５年度なりの交付

金事業に盛り込むというようなイメージ、こ

れから市がやっていこうとする時期も含め

て、そのあたりをお聞きしたいと思います。

○議長（馬場騎一君） 副市長。

○副市長（大塚和則君） この計画そのもの

は、先ほど部長からお話があったように、３

月中に恐らく採択をされると思います。その

計画というものの中に、具体的に申し上げま

すと、例えば北浜地区の津波、これがどの程

度のものなのかということをいろいろ県のほ

うでシミュレーションをしております。例え

ば８メーターぐらいの津波が来た場合に、こ
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この避難所、例えば今、おおぞら小学校がご

ざいますが、おおぞら小学校で避難所になり

得るのかどうか。あそこは９メーターの高地

でございます。そこではどうも足りないので

はないかとか、そういうシミュレーションを

県のほうに出していただいて、そして、その

結果、もしおおぞら小学校が避難所になり得

ないとすれば、別な避難所をどこにすべきか

と、そういうものを今具体的に、今後、その

計画の中で検証しながら、それでは足りない

ということになれば、別なところに避難所を

つくると。つくる費用について、この交付金

事業の中でやっていただく。

そういう次から次へ展開されていく事業

が、今この計画の中に盛り込もうと。この計

画そのものが、そういうことだというふうに

御理解いただきたいというふうに思います。

それから、今の漁港施設の関係でございま

すが、漁港で今、急激に津波が来た場合に、

避難路をどうするのかと。高台をつくります

と。その中で、避難路をつくったらどうかと

か、そういうシミュレーションをしていきな

がら、今の津波対策をどうとったら有効な手

段がとれるのかというシミュレーションをし

ていきながら、それでもし今の高台につくる

という案でできないということであれば、で

は、どういう避難路をつくるのかという計画

をつくりまして、それに基づいて、交付金事

業でそれがやれるのかどうかと。そういうこ

とが今これから出てきます。

そうなった場合に、平成２４年度中にその

計画がなり得るのか、さらに２５年度まで延

びるのかは、それは事業の進捗状況によりま

して、今の段階ではちょっと見通せないと。

いずれにしても、私どもはスピード感を

持って、そういうことを進めていきたいとい

うふうに考えております。

以上です。

○議長（馬場騎一君） 以上で、６番鈴木重

正議員の質問を終わります。

これをもって、一般質問を終わります。

─────────────────

◎日程第 ２ 議案第 １号から

日程第４０ 議案第３９号まで

○議長（馬場騎一君） 次に、日程第２ 議

案第１号から日程第４０ 議案第３９号まで

を一括議題といたします。

─────────────────

◎日程第４１ 議案質疑

○議長（馬場騎一君） 日程第４１ ただい

ま一括議題といたしました全議案に対して、

議案質疑を行いますが、この後、特別委員会

も予定しておりますので、質疑は大綱的なも

のに絞って願います。

なお、通告がありますので、発言を許しま

す。

１７番山本弥一議員。

○１７番（山本弥一君） それでは、議案第

１２号平成２３年度三沢市食肉処理センター

特別会計補正予算について、質疑をさせてい

ただきます。

今回の補正額は、事業費として１３億３,

３００万円であります。これは、三沢市食肉

処理センターの大規模改修事業に伴うもので

あります。

予算の意義は、一定期間の事業における歳

入歳出の見積もりで、施策の展開を明らかに

したプログラムであります。これには、住民

の代表である議会の審議と承認を受けなけれ

ばなりません。

これは、財政民主主義の観点から、さまざ

まな社会的公正を貫き、自治体の独走を制す

るシステムであるとともに、行政内部の収支

の均衡を図り、計画的支出を行うという、効

率的運営を図る機能を果たしております。

今回の三沢市食肉処理センターの大規模改

修事業は、荷受け会社からの申し入れで、指

定管理者である三沢市畜産公社が設計業者等

と施設内容を検討し、農林水産省の産地活性

化総合対策事業の計画承認を受け、平成２３

年度と平成２４年度の２カ年での整備計画

で、議会の承認を経て実施されております。

その総額事業費が、当初計画では約３５億

円でありましたが、基本計画の際に想定でき
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なかった電気や給排水の増額要因により、約

１０億６,０００万円増額となり、総事業費

が約４５億６,０００万円となる大幅な事業

計画の見直しが発生しました。それに伴い、

その一環として、債務負担行為において６億

円を増額する補正であります。

これは、執行部はもちろん、計画を承認し

た我々議会も、市民に対し責任があります。

なぜミスが発生したか疑問を感じます。

稟議制度は、我が国独自の集団意思決定と

して定着してきています。それは、下位の者

から起案し、会議の承認を求め、上位の決定

権者の決裁を得る一連様式行為であります。

これは、形式的に決定権限を最高管理者に集

中する形態のもとに、統制や審査及び調整や

権限の配分並びに報告等の役割を果たしなが

ら、集権的管理機能を発揮するため、目的統

一が図られるシステムであります。

しかし、今回の事案は、多額の予算投入の

事業計画に対し、余りにも安易であり、市民

の目線に立っては理解できるものではありま

せん。

トップは、組織における基幹的執行職能を

遂行し、包括的な決定と命令の権限を持つ最

高位であります。よって、トップは、その責

任の重大さをかみしめ、事に当たらなければ

なりません。

だが、今回の三沢市食肉処理センターの大

規模改修事業に当たって、国の補助事業の関

連で急ぎ過ぎの感もあって、関係部門で意見

の調整を済ませ、トップは形式的に承認する

という事態に及んではいないのか、事例から

見て疑義を感じざるを得ません。

そこで、当初予定していた総事業費３５億

円から１０億６,０００万円が増額となり、

総事業費が４５億６,０００万円となってい

るが、その変更内容について、解体設備工事

と建設工事、そして、附帯する電気設備工事

と給排水設備工事や冷蔵設備工事が当初計画

より、それぞれの個別工事がどのぐらいの増

額になっているか、はたまた、トップは三沢

市食肉処理センター大規模改修事業計画の取

り組みにどのように携わってきたのか、ま

た、今回の大幅変更に対する責任をどのよう

に思っているのか、答弁を求めるものであり

ます。

以上で、私の議案第１２号平成２３年度三

沢市食肉処理センター特別会計補正予算につ

いて、質疑を終わります。

○議長（馬場騎一君） ただいまの議案質疑

に対する当局の答弁を求めます。

経済部長。

○経済部長（中野渡 進君） 平成２３年度

三沢市食肉処理センター特別会計補正予算

（第３号）に係る質疑の１点目、大規模改修

工事費増額の具体的な理由についてお答えい

たします。

当該事業は、農林水産省の国庫補助事業で

ある産地活性化総合対策事業の計画承認を経

て実施しており、施設の再編統合を踏まえた

合理化を補助要件として、衛生対策の向上や

産地の収益力向上を目的とした、補助率３分

の１の事業となっております。

当該の事業の実施に当たりましては、補助

事業採択のためには、年度内の工事発注が条

件となっていたため、平成２３年４月２８日

付をもって、実施設計費の予算を専決処分の

上、６月に開催されました第２回定例会にお

いて、議員の皆様からの御承認をいただいた

ものであり、７月に委託契約を締結し、去る

１月１６日をもって実施設計業務を完了した

ところでございます。

この実施設計業務の実施により、基本計画

時には想定できなかった各工事における増額

を伴う変更要件が生じましたが、その増額理

由について、工種ごとに具体的に御説明させ

ていただきますが、工種ごとの金額につきま

しては、今後の工事発注手続に影響があるこ

とから差し控えさせていただきます。

まず、当該施設の中核となる屠畜機械設備

工事についてでございますが、基本計画時に

おいては、これまでと同様、１ラインでの処

理を予定しておりましたところ、１頭ごとの

ナイフ消毒や手洗い等の衛生面に配慮した十
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分な作業時間の確保と増頭により、県が実施

する食肉衛生検査が時間内で終えることがで

きないことから、屠畜ラインを１ライン増設

させる必要が生じ、屠畜機械類がふえるなど

の理由により工事費が増額となったものでご

ざいます。

建築工事におきましては、これまで配管類

がむき出し状態で不衛生であった天井等の改

善を図るため、細菌類が付着しにくい抗菌天

井及び抗菌壁の設置が不可欠であり、また、

ＨＡＣＣＰ対応施設として、食肉と内臓、汚

物等が交差しない動線を確保するための建設

面積拡大などによって増額となりました。

電気設備工事につきましては、これまで信

頼関係を構築してきた養豚生産者の安定した

出荷体制を維持するためには、現状の施設を

稼働させながら新規施設を整備することが必

要なことから、受電設備や配線の二重化が必

要となったほか、天井高とＨＡＣＣＰ対応の

計算に基づく各照明器具類の増加及び高額化

などにより増額となったものでございます。

給排水衛生設備工事におきましては、蒸気

対策に必要な換気設備の新設や消毒用給湯設

備の増加などによる配管類の増加、既存施設

の細い配管が使えなくなったことによる管類

のつけかえ等によって増額が必要となってお

ります。

また、冷蔵設備工事につきましても、効率

的な冷却を行うため、搬入前における気化熱

を利用した枝肉冷却の実施や、１頭ごとのす

き間を広く設けたことによる冷蔵庫面積の増

加等により工事費が増額となっておりまし

て、これら各工種を合計した総事業費といた

しまして、約１０億円の事業費増加となった

ものでございます。

次に、２点目の大規模改修事業実施の経緯

及び事業費が増加した経緯について御説明い

たします。

三沢市食肉処理センター特別会計につきま

しては、これまで建設時における補助残分の

起債の償還も含め、養豚生産者からの施設の

使用料等だけで賄われており、一般会計から

の繰り入れのない黒字経営で推移してきてお

ります。

しかしながら、当該施設の機械類を中心と

した老朽化は著しく、今後における修繕費が

１０億円を超える見込みとなっていたため、

現行施設のままでは赤字経営への転落が懸念

されておりました。

このような状況とならないためにも、さら

なる処理頭数増加による施設の合理化やコス

ト削減が必要不可欠であったことや、三戸食

肉センターとの統合が可能な状況にあったこ

と、荷受け会社である株式会社スターゼンに

おいても大規模化の要望があったことなどの

条件が重なったため、当該大規模改修事業に

取り組んだものでございます。

このような状況のもと、当該事業に係る実

施設計におきましては、安全で安心な食肉流

通の確立と国際的な競争激化に対応するた

め、ＨＡＣＣＰ対応施設を目指しておりまし

たが、このＨＡＣＣＰシステムとは、施設の

管理者が衛生管理システムを構築して、その

衛生手法に基づいて、製造過程における危害

要因、危ない箇所等を重要管理ポイントを設

けて予防する手法であるため、ＨＡＣＣＰシ

ステムを有効的に活用するためには、具体的

な施設の工事内容等について検討する必要が

ございました。

このため、県衛生部局からの指導はもとよ

り、指定管理者である財団法人三沢畜産公社

や荷受け業者も交えて、設計業者とともに厳

密な協議を行ったところ、基本計画時には想

定できなかった各工事における増額を伴う変

更要件が生じたものであります。

この工事費の増額を伴う計画変更に当たっ

ては、施設の衛生面の向上のため、必要不可

欠な変更ではあるものの、収支計画の見直し

と、これによる市に与える影響について検討

する必要がございました。

当該大規模改修後の収支計画につきまして

は、当初事業費約３５億円のうち、国庫補助

金の３分の１を見込み、補助残分に当たる約

２３億４,０００万円を起債対応で計画して
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おりました。この結果、歳入総額から歳出総

額を差し引いた金額である黒字額を年間１億

２,０００万円程度を見込んでおりました。

今回の事業費増加に伴う収支計算に当たり

ましては、増額となった約１０億円に係る国

庫補助対応について、現在、国に対して要望

している段階であるため、現時点では、補助

対応が確定されていないことから、その全額

を起債対応として算出しております。

その結果、起債償還のピークを迎える平成

３０年度における収支額としては、歳入総額

から歳出総額を差し引いた黒字額は、年間

２,０００万円程度と見込んでおります。

当該２,０００万円程度の黒字で推移した

場合、何らかの影響があった場合に赤字転落

が懸念されると思われますが、起債償還のシ

ステムといたしまして、借り入れ後５年間に

ついては元金の返済がなく、利息のみの償還

となるため、その間に約５億円程度の基金積

み立てが見込まれていることや、大規模改修

直後には想定されていない施設の修繕費につ

いて、毎年３,０００万円程度を見込んでい

ることなどから、基本的には、これまでと同

様、黒字経営が継続されるものと考えており

ます。

しかしながら、当初計画時と比較いたしま

すと、経営の安定性が低下するおそれがある

ことから、今後、継続して国庫補助金の増額

対応について、国に対して要請をしていきた

いと考えております。

以上、当該事業に係る増額の理由及びその

経緯について御説明申し上げましたが、いず

れにしましても、基本計画時における積算の

甘さ等に係る御指摘につきましては、市とし

ても大変重く受けとめているところであり、

議員の皆様をはじめ、市民の方々に対して大

きな不安を与えたものと、心からおわびを申

し上げます。

議員の皆様方におかれましては、当該事業

の趣旨はもとより、今後における国庫補助事

業を進める上での時期的制約や、当該施設の

衛生対策強化の必要性等について御考慮いた

だいた上で、議案第１２号に係る予算措置に

ついて、御理解を賜りたいと存じます。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） １７番。

○１７番（山本弥一君） 再度質問させてい

ただきます。

残念なのは、入札云々の関係だと思うのだ

けれども、私は当初、建設に何億円なら何億

円、そして、２ライン設けることによって建

物がふえる、当初計画している予算に対し

て、その増設分が何億円、個別の建設工事費

ですか、それらを足してみて、総額で１０億

６,０００万円増額になるというのはわかる

のだけれども。

そこで、残念ですけれども、三沢市食肉処

理センター大規模改修工事計画で、どういう

入札方法をとるのか。例えば機械等を仮に１

０億円なら１０億円、市のほうで見込んであ

れば、だれにも知らせないで、指名業者等を

集めて、それに近いほうなのか、一番安いも

のなのか、あるいは、ここから安く入れた方

は排除していくとか、さまざま手法はあろう

と思うのですけれども、私は、指名権、いい

会社ばかり、あるいは財政面、資金繰り等の

立派な会社を選んで入札指名をすると思うの

で、私は、そうした選ぶ段階からきちんと

やっていけば、一番望む施設等、あるいは機

械等においても、一番下の方におろしていく

というのが本来の私は姿だろうと。

ただ、役所の場合は、何かこの額より安く

入れた方は排除していくという、何かそうい

うのもあるという、また、この辺はもう

ちょっと研究して、経費節減の観点から考え

れば、そうした入札制度も考慮していかなけ

ればならないのではないか。

その辺は、内部事情があるのだろうけれど

も、どういう個別の入札制度を考えているの

か。今回の食肉処理センターの大規模改修に

ついて、差しさわりない、これから入札等を

すると思いますけれども、明かせるだけ明か

していただければ。（発言する者あり）

わかりませんか。議長、わかりますか、
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言っている意味。それぞれ議員、個性がある

のだから、その辺は理解してください。

○議長（馬場騎一君） 議場ですから、淡々

としていきましょう。

○１７番（山本弥一君） そこで、もう１

点。

トップは市長なのですよね、よくても、悪

くても。市長は、この件に関して、大幅な初

歩的なミス、今、経済部長がわびたのだけれ

ども、トップとしての責任をどう思っている

のか、先ほども尋ねたはずなので、そこで、

市長がおられるので、その辺を答弁いただけ

れば。

以上です。

○議長（馬場騎一君） 市長。

○市長（種市一正君） お答えをいたしま

す。

トップとして、当然、言われなくても、そ

ういう責任は感じておるわけでありますが、

担当としては、十分そういう衛生面等も考え

たと思いますけれども、やはり国の基準とい

うのは一段と厳しくなっているわけでありま

して、ＨＡＣＣＰ対応というものが予測でき

なかったというようなことでの報告でありま

して、そのことを考えれば、これは覆すわけ

にはいかないなという感じはありますけれど

も、いずれにしても、１０億円云々というこ

とは、規模的にも大変な額でありますので、

大変遺憾だなと思っております。そういうこ

とでは、責任を感じております。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 副市長。

○副市長（大塚和則君） 入札についての御

質問がございましたので、答弁させていただ

きます。

入札につきましては、給水工事、電気工

事、建家工事、それから機械設備工事、それ

から冷蔵庫設備工事、この工事に振り分けて

入札をさせていただくという予定をしており

ます。

入札の方法につきましては、通常は一般競

争入札、それから物によっては、例えば機械

設備につきましては、これは限定されますの

で指名競争入札、こういう方法で行いたいと

思います。

先ほど議員のほうからお話があった件で、

低入札制度のことだろうと思いますが、余り

にも価格が低過ぎると、安定的な設備工事に

疑問があるということで、低入札制度という

ものをとっております。これは、国なり県の

指導に基づいて、こういう制度をとっており

ます。そういう制度を導入したいというふう

に考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 以上で、議案質疑を

終結します。

─────────────────

◎日程第４２ 特別委員会の設置及

び議案の付託

○議長（馬場騎一君） 日程第４２ 特別委

員会の設置及び議案の付託を行います。

お諮りします。

ただいま一括議題となっております議案の

審議に当たりましては、１８名をもって構成

する予算審査特別委員会、９名をもって構成

する補正予算審査特別委員会、同じく９名を

もって構成する条例等審査特別委員会をそれ

ぞれ設置し、これに付託の上、慎重に行いた

いと思いますが、これに御異議ございません

か。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（馬場騎一君） 御異議なしと認めま

す。

よって、予算審査特別委員会、定数１８

名、補正予算審査特別委員会、定数９名、条

例等審査特別委員会、定数９名をそれぞれ設

置し、これに付託することに決しました。

それでは、議案の付託を行います。

予算審査特別委員会には、議案第１号から

議案第９号までの９件を、補正予算審査特別

委員会には、議案第１０号から議案第１７号

及び議案第３９号の９件を、条例等審査特別

委員会には、議案第１８号から議案第３８号

までの２１件をそれぞれ付託します。
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─────────────────

◎日程第４３ 特別委員会委員の選

任

○議長（馬場騎一君） 日程第４３ 特別委

員会委員の選任を行います。

ただいま設置されました３特別委員会の委

員の選任については、委員会条例第８条第１

項の規定により、お手元に配付しております

特別委員会委員及び付託議案一覧表のとおり

指名します。

なお、特別委員会委員の方々は、本日散会

後、委員長、副委員長をそれぞれ互選して、

議長まで報告願います。

また、ただいま設置されました各特別委員

会の組織会は、はじめに、予算審査特別委員

会を大会議室において行い、引き続き、補正

予算審査特別委員会を大会議室、条例等審査

特別委員会を第２会議室において、それぞれ

願います。

─────────────────

○議長（馬場騎一君） 以上で、本日の日程

は終了しました。

なお、明日から１５日までは、特別委員会

審査等のため、本会議は休会となります。

次回本会議は、１６日午前１０時から会議

を開きます。

本日は、これをもって散会します。

午前１１時５０分 散会


